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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本マーケティング・リサーチ

協会（JMRA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を制定す

べきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

注記 工業標準化法に基づき行われた申出，日本工業標準調査会の審議等の手続は，不正競争防止法

等の一部を改正する法律附則第 9 条により，産業標準化法第 12 条第 1 項の申出，日本産業標準

調査会の審議等の手続を経たものとみなされる。 
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日本産業規格          JIS 
 Y 20252：2019 
 (ISO 20252：2019) 

市場・世論・社会調査及びインサイト・データ分析

－用語及びサービス要求事項 

Market, opinion and social research, including insights and data analytics- 

Vocabulary and service requirements 

 

序文 

この規格は，2019 年に第 3 版として発行された ISO 20252 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

市場・世論・社会調査（以下，調査という。）における国際標準化の主要な目的は，異なる国及び地域の

市場に適用可能な，グローバルかつ一貫した業界標準の促進である。この規格の意図は，調査の継続的な

改善につなげることを確実にするための構造を追求し，そして，他の既に利用可能な国別基準と業界行動

規範との調和を図ることである。 

調査のためのオンラインサンプルの出現及びその一般的な受容によって，オンラインサンプルの主要な

ソースであるオンラインアクセスパネルは，その使用法が進化するとともに，他のオンラインサンプルソ

ースで増強されてきている。ISO 26362:2009 は廃止され，この規格に組み込まれ，今ではオンライン及び

オフライン両方のアクセスパネルをカバーすることとなった。 

調査事業のコアフレームワークは，箇条 4 として確立され，文書化されている。規定の附属書は，世界

的に認められている様々な調査方法論のための具体的な枠組みを提供する。調査機関は，特定の調査方法

論又は機能への適合を証明するために，各附属書に記載されている要求事項に，その活動を整合させるこ

とができる。 

その意図は，調査機関がこの規格に適合することを証明するために，少なくとも一つの附属書で支持さ

れ，義務的なフレームワークである箇条 4 に規定された要求事項を適用することである。この規格の構造

及び適用範囲は，少なくとも一つの附属書の要求事項を満たすことなしには，この規格へのいかなる証明

も許可しない。 

事業として調査活動を社内で行うのか，又は外部委託機能として行うのかにかかわらず，調査機関は最

終的にこの規格の要求事項に調査活動が適合することを確実にする責任を負う。したがって，適用可能な

分野の範囲及び境界は，この規格の要求事項が確実に満たされるような管理プロセスを伴う附属書を含む，

“適用宣言書（以下，SoA という。）”に反映される必要がある。 

あらゆる宣誓の主張内容は，この規格のどの附属書に適合するのかを明確かつ明白に述べることになる。

長期的な目標は，この規格に対して，事業主体が自身の調査活動の（全てではないとしても）大半を宣誓

することである。 


